
No. 要望団体名 要望項目 要望の概要・要点 緊急度 必要予算の
有無 国要望 県要望 市町要望 要望書頁 懇談（質疑等）からの追加詳細・生の声

1 滋賀県中小企業家同友会 取引適正化と価格転嫁の全業種
への拡大

県発注の工事や業務における資材費・労務費の変動を適
正に反映する「スライド条項」の適用徹底と運用公表。また、
令和8年1⽉施⾏の取引適正化法の啓発強化を求める。

高 無 〇 P.1

アンケートでは仕入れ単価上昇企業が約7割にのぼる一
⽅、価格転嫁できているのは約5割に留まり、⾝を削って吸
収している。まず県が範を⽰すことが、⺠間取引の価格転嫁
の環境整備に繋がると強く主張。

2 滋賀県中小企業家同友会 若年者・⼈材確保のための奨学⾦
返済支援の拡充

若者の県内定着のための奨学⾦返済⽀援制度の拡充
（返済期間延⻑、対象年齢の引上げなど）、県外からのU
ターン人材への加算措置検討を要望。

高 有 〇 P.1

人⼿不⾜が深刻で受注制限（注⽂を断る）を余儀なくさ
れる企業が36%に達している。滋賀県の現⾏5年の⽀援に
対し、兵庫県など他府県（最⼤17年・40歳未満）との⽀
援期間・対象の格差があり、改善が急務。

3 滋賀県中小企業家同友会 「1億円企業100社」の創出による
地域経済活性化

滋賀県未来投資総合補助⾦の予算拡⼤、賃上げ要件の
弾⼒的運用、国補助⾦との切れ目のないシームレスな制度
設計を要望。

中 有 〇 P.1
県内事業所の約87%は従業員20人未満。この中小企業
中核層を1段上の規模に成⻑させることで約1000人の新
規雇用創出が期待できるとし、⽀援拡⼤を求めた。

4 滋賀県中小企業家同友会 物価・エネルギー高騰への機動的
対策

突発的リスクに対する緊急セーフティネット融資の拡充、特別
高圧電⼒への継続的⽀援、資材の需給情報の共有を要
望。

高 一部 〇 P.1-2
約6割の企業が物価高や円安の影響を受け、危機的状況
にある企業も存在。県が需給情報を共有すること自体が現
場にとっては有効な⽀援になると強調。

5 滋賀県中小企業家同友会 ⾦利上昇局⾯における中小企業
⾦融への配慮

利益圧迫を受ける中、設備投資や賃上げに取り組む企業へ
の利⼦補給制度導入、経営者保証を外す際の保証料補
助を要望。

高 有 〇 P.2
変動⾦利の負担増により約3割の企業で利益が圧迫されて
いる。県として実⾏可能な⾦融⽀援で資⾦繰りを⽀えてほし
いと求めた。

6 滋賀県中小企業家同友会 採用・教育環境の重視と、海外決
済手続きの改善

職場体験やインターンシップの学校教育への早期導入、給
付型奨学⾦のさらなる整備。また貿易時の外貨決済の不合
理な高ハードルの是正を国に求める。

中 無 〇 〇 P.2 / 質疑
から

【重要質疑】中小企業がスリランカ等と貿易を⾏う際、マネロ
ン対策によりメインバンクでの海外送⾦⼿続きが『⾶べないほ
どの高ハードル』に。経産省の輸出推奨指針と⾦融庁の管
理姿勢が現場で真逆になっており、運用の是正・サポートを
強く求めた。

7 滋賀県中小企業家同友会 公共事業の中小企業発注率の拡
充

公共発注機関における地元中小企業への発注率を⼤幅に
高め、一般競争入札基準が⼤企業有利にならないよう、地
元企業への受注機会を拡⼤することを要望。

中 無 〇 〇 P.2 地域雇用や技能、防災を⽀える基盤として、地元中小企業
への優先発注を要請。

8 滋賀県農業協同組合中央会 主食用米の需給安定に向けた万
全な対応

放出された政府備蓄米の適正な価格での速やかな買い戻
し、米の消費拡⼤対策への予算充実、高温耐性品種「こと
さんさん」の本格作付けに伴う予算措置の要請。

高 有 〇 〇 P.1

【重要質疑】生産者はコスト指標（60kgあたり20,535
円）を下回る⾦額での生産を余儀なくされている。当時の
⼤臣の「お米をジャブジャブにする」との発言による備蓄米の
放出と需給⾒通しの誤りが米価急落の原因。国が責任を
持って買い戻すなど⾯倒を⾒るべきと主張。

9 滋賀県農業協同組合中央会 ⽔⽥政策の⾒直し（交付⾦削減
等）への是正対応

⻨・⼤⾖等も含めた「⽔⽥活用の直接⽀払交付⾦」予算の
現⾏以上での確保。地域（のり⾯管理、ほ場条件）の実
態を踏まえた柔軟な制度設計と、市町財政負担に対する地
⽅創生措置の要請。

高 有 〇 〇 〇 P.2

【重要質疑】令和9年度からの⼤幅⾒直し（収量に応じた
⽀払など）において、条件不利地域が切り捨てられないよう
要望。また対象農地拡⼤に伴い、市町負担（1/4）が増
えるため、地⽅自治体への確実な財政⽀援を求めた。

10 滋賀県農業協同組合中央会 環境こだわり農業の継続、および
生産資材・高騰対策

滋賀独自の「環境こだわり農業」メニュー（プラスチック被膜を
使わない⻑効き肥料等）の現⾏メニュー維持。また地⽅創
生臨時交付⾦を活用した、個人農業者向けの機械導入・
畜産・酪農等への⽀援継続。

高 一部 〇 P.2

滋賀県は⽔⽥率が95%を占め、コメ偏重の構造。資材高
騰と米価急落の『ダブルパンチ』により所得激減が避けられな
い中、持続的な生産を⽀えるための補填を要請。またインボ
イス制度により集落営農の免税農家（9割超）が直⾯する
所得減少問題への⽀援も求めた。
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11 びわこビジターズビューロー シガリズムの更なる推進と滋賀DC
キャンペーン実施支援

滋賀DC（デスティネーションキャンペーン）のプレキャンペーン
及び本番の展開⽀援。新幹線米原駅下⾞を伴う助成⾦の
増額。貸切バス等の教育旅⾏⽀援。国内・国際MICE誘
致助成要件の緩和。(国内100名、国際52名程度等への
要件引下げ)

高 有 〇 〇 〇 P.2-3

観光客数を5400万人から6000万人へ引き上げることを目
標としつつ、持続可能な街づくりに繋げる。北陸新幹線敦賀
延伸を機に「北陸・東海・近畿」の広域誘客を、国・県・市
町一体となって推進することを要望。

12 びわこビジターズビューロー インバウンド誘客の推進、および
オーバーツーリズム対策

⽂化観光に焦点を当てた欧米豪市場開拓。SNS等の現地
プロモーションの推進。京都からのオーバーツーリズム流入を
「そこ滋賀」などを活用して本県に引き入れるプロモーション⽀
援。

中 一部 〇 〇 P.4

インバウンド需要の恩恵が滋賀に回ってきていない。急激な
円安や原油高による海外航空運賃高騰のあおりを受け、観
光連盟による海外有客セールス費用の物価差を考慮した確
実な財政⽀援を要望。

13 びわこビジターズビューロー 滋賀の物産振興の強化

海外販路開拓（国際⾒本市・百貨店等との連携）、⾸都
圏（「ここ滋賀」等）での連携強化、人気商品の生産量と
販売⼒の安定（近江⽜や⽇本酒、琵琶湖の⿂等の需給
バランス維持）の⽀援。

中 一部 〇 P.5
売れすぎて県⺠が自前で消費できなくなる事態を防ぐため、
地域に愛されてこその観光商品であるとのバランスを持った⽀
援を要請。

14 びわこビジターズビューロー 滋賀観光DMOの機能強化とデジ
タル化（DX）推進

中⻑期的計画（複数年活用できる交付⾦制度の創出）
のための安定財源確保、各市町・他産業（農林⽔産・加
工業等）との広域的な連携。観光DX（観光DMP）の構
築による効果的なプロモーション展開。

中 一部 〇 〇 〇 P.6
単年度予算の枠組みを超えた財政措置を国・県に要望。
データ分析により、観光物産に携わる従業員の稼ぐ⼒と生産
性の向上をはかる。

15 びわこビジターズビューロー 渋滞緩和のための国道バイパス化
と二次交通の整備

国道1号線（⼤津から京都へ向けた区間）の早期バイパス
化、および観光客用の⼆次交通の利便性向上。 高 有 〇 〇 〇 P.7 / 質疑

から

【重要質疑】名神高速で事故が発生すると、県内主要道路
が完全に麻痺する「逃げ道がない」状況。災害対策、観光
発展の両⾯からバイパス化が急務。また、歴史景観（江⼾
時代の街道等）を守るため道路拡張が難しかった歴史的
経緯を踏まえつつ、近畿・中部の架け橋として⾏政・関係機
関がワンチームで整備を進めるよう要請。

16 滋賀県中小企業団体中央会 中小企業連携組織・中央会の強
化と伴⾛型支援制度の拡充

約1億円の毎年交付されている組合等連携組織向け補助
⾦の継続・充実。中央会自体の人件費、処遇改善予算の
確保。課題解決のための伴⾛型⽀援制度の来年度以降の
継続・拡充。

高 有 〇 P.3
組合等連携のプラットフォームとして、中央会職員の処遇改
善（県給与に準じた改善）にともなう人件費の確保と、事
業費削減の回避を要望。

17 滋賀県中小企業団体中央会 地場産業・伝統的工芸品産業振
興、産学連携の推進

伝統的工芸品（彦根仏壇や⻑浜ちりめんなど）の振興。
共同施設（電気・ガス代高騰対策）のエネルギー⽀援。複
数の⼤学（龍⾕・成安造形・滋賀県⽴等）との産学連携
オープンネットワーク構築⽀援。

中 一部 〇 P.4-5

需要激減に直⾯する伝統工芸品の予算反映と「ここ滋賀」
の地場産業拠点機能の強化。また、⼤学の知的財産を組
合・中小企業の課題解決に活かす体制構築への財政⽀援
を要望。

18 滋賀県中小企業団体中央会 地元中小企業への官公需の優先
発注、および商店街の活性化

県や市町が発注する事業における、官公需適格組合等へ
の優先発注の徹底。商店街のにぎわいのまちづくり総合⽀援
事業費補助⾦の予算化、空き店舗の有効活用⽀援。

中 一部 〇 〇 P.6-7

官公需適格組合制度を活用した予算が、地元の中小企業
に確実に⾏き渡るような運営を求めた。また、地域住⺠の⾒
守り等を⾏う「街の電器店」や「本屋の街」等を核とした分野
特化型商店街の来年度以降の継続⽀援を要請。

19 滋賀県中小企業団体中央会 特定地域づくり事業協同組合制度
の普及、および観光消費の循環

人⼝減少地域の担い⼿不⾜解消に向けた特定地域づくり
事業協同組合への市町の財政⽀援・周知（高島市のワー
クワーク協同組合など）。JR滋賀DCキャンペーンにともなう、
地域への観光消費の循環・波及システムの構築。

高 一部 〇 〇 〇 P.8-9
高島市での県内第1号組合の誕生を契機とし、他市町へ広
げていくための県・市町でのサポート（組合運営費への助成
やマニュアル作成等）を要望。

20 滋賀県中小企業団体中央会 適正取引・労務費の価格転嫁徹
底、および採用マッチングの強化

中小企業の労務費・エネルギー高騰の適切な委託価格転
嫁（下請法・パートナーシップ宣言等）。ハローワークの機能
強化とデジタル化による求人マッチング、外国人材の受入・⽇
本語教育環境の整備。

高 無 〇 〇 〇 P.10, 12

【重要質疑】価格転嫁については、発注部局が価格転嫁を
承認しても、財政当局の予算削減で相殺される実態があ
る。官公庁が率先して労務費を上乗せして発注するモデルを
⽰すよう要望。若⼿採用についても、⺠間求人サイト（一
回数十万）の高額な負担を避け、ハローワークで実効性の
あるマッチングや、県内職業高校と連携した仕組みの構築を
求めた。



No. 要望団体名 要望項目 要望の概要・要点 緊急度 必要予算の
有無 国要望 県要望 市町要望 要望書頁 懇談（質疑等）からの追加詳細・生の声

21 滋賀県中小企業団体中央会 事業承継支援、高専での⼈材育
成、および「年収の壁」抜本改⾰

組合⻘年部活動による「しがわーくフェスタ」等の事業継続予
算確保。滋賀県⽴高専（令和10年度開校予定）と連携
したサイクル構築、労働制約解消に向けた税と社会保障の
一体改⾰（年収の壁解消）。

中 一部 〇 〇 P.13-14
働く意欲がある人が就労調整（働き控え）を強いられない
よう、103万・130万等の「年収の壁」に関する税と社会保
障の抜本的な制度改正を早期に国に実施するよう求めた。

22 滋賀県中小企業団体中央会 ものづくり・省⼒化補助⾦等の柔
軟な運用、および⾦融・税制支援

「省⼒化投資補助⾦」「ものづくり補助⾦」の柔軟な運用と
改善。⾦融・税制上の⽀援（借入⾦負担の軽減、ゼロゼロ
融資の返済、インボイス負担軽減等）。最低賃⾦上昇等に
伴う収益改善への強⼒な⽀援。

高 有 〇 〇 P.15-17,
20

省⼒化約27億円、ものづくり約110億円の県内投資の実
績を報告。最低賃⾦が来年いよいよ1100円台に突入する
中、人⼿不⾜と原材料高、⾦利上昇に直⾯する中小企業
の利⼦補給制度などの導入を求めた。

23 司法書士滋賀会 家事事件（別表第一）における
手続代理権付与等の法改正要望

成年後⾒制度の発展や所有者不明⼟地解消のため、家
庭裁判所の家事事件における⼿続代理権（代理人資
格）を司法書士に付与すること。公共嘱託登記司法書士
協会における嘱託制限の廃止。

高 無 〇 P.1 [特別
要望]

【重要質疑】相続登記の申請義務化（令和6年4⽉施
⾏）がスタートしたことで、司法書士事務所に相続関係の
相談が急増中。来年（令和9年3⽉31⽇）に最初の義務
化の3年期限を迎えるため、円滑な登記⼿続きや⼿続の代
理権付与の法改正を国に強く要望した。

24 司法書士滋賀会
⼾籍等職務上請求の手数料納付
手続の改善（オンライン・電子納
付）

①所有者探索、附帯決議を踏まえた⼾籍謄本等の職務上
請求における⼿数料等のクレジットカードや電⼦マネーでの電
⼦納付の早期実現。②国や地⽅公共団体からの公用（所
有者不明⼟地、空き家調査依頼など）における職務上請
求の⼿数料無料化。

高 一部 〇 〇 〇
P.12 [主要
要望] / 質

疑から

【重要質疑】現在、⼾籍等⼿数料をオンライン決済できるシ
ステムを導入している自治体（⻑浜市等）が増えつつある。
これを各市町へ一⻫導入するよう要請。実現すれば定額小
為替を郵便局で購入する⼿間（⼿数料1通数百円）や国
⺠・⾏政の双⽅の余計な費用・負担が完全に省けるため強
⼒な後押しを求めた。

25 司法書士滋賀会 「空き家等対策の推進に関する協
定」の各市町における締結推進

空き家等の発生を未然に防止、または解消するため、司法
書士会と各市町の間で「空き家等対策の推進に関する協
定」を締結し、専門職の知⾒による相続人調査や登記⼿続
き等を自治体と連携してサポートする仕組みの構築。

高 無 〇 P.40-41 /
質疑から

【重要質疑】兵庫県の「尼崎市」が兵庫県司法書士会と連
携協定を締結し、実際に予算も組んで非常にスムーズな空
き家・相続人探索の実績を上げている。滋賀会としても今年
度中に県内各市町に協定締結の案内を送る予定。⾸⻑や
市町側の「やる気」に依存するため、各自治体への強⼒なア
プローチ・推進を求めた。

26 司法書士滋賀会 成年後⾒制度の利用促進と報酬
助成拡大、および中核機関支援

（リーガルサポート滋賀要望）成年後⾒制度利用終了後
の本人⽀援の整備。地域連携ネットワークの中心である「中
核機関」に対する人⼿・予算の⽀援。成年後⾒人の報酬助
成（市町ごとの不均等や、報酬未払事案の解消）の拡
⼤・仕組みの整備。

中 有 〇 〇 P.35 [リー
ガル要望]

令和8年6⽉成⽴の法改正（本人に必要な範囲・期間に
限定する仕組みへ転換）にともなう実効性を確保するため
のもの。各市町で報酬助成（全額出ない、一部しか受け取
れない事案がある等）の改善を求めた。

27 滋賀県土地家屋調査士会 公共用地における過年度未登記
土地の早期処理に関する要望

公共事業・道路整備等に伴って国・県・市町が買収したにも
かかわらず、登記が完了しないまま放置されている「過年度
未登記⼟地」の早期表⽰登記処理の推進。

高 有 〇 〇 P.1 [要望
1]

【重要質疑】⼤地震や災害復旧時（⽡礫撤去、避難路確
保など）に敷地境界が特定できず、復旧の最⼤のボトルネッ
クになる。放置中に所有者が死亡し相続が発生すると、将
来的な紛争リスクが高まる。滋賀県は550万円の予算を計
上したが、具体的な動きが⾒えない。1箇所でも実例を作っ
て効果を検証してほしいと求めた。

28 滋賀県土地家屋調査士会 未登記建物の解消に向けた表示
登記の必要性に関する広報・周知

不動産を取得・変更した際の「表⽰（表題）登記」は法的
義務（1ヶ⽉以内の申請）であること、また、未登記建物が
災害時の「被災証明書発⾏」や「解体・補償・補助⾦利用」
の遅れ、所有者特定不能の原因になるため、県から県⺠・
市町へ重要性を広報・周知することを要望。

中 無 〇 P.2 [要望
2]

⼤地震や風⽔害などの自然災害多発局⾯において、未登
記のまま建物が倒壊・損壊すると所有者が特定できず、罹
災証明書の発⾏⼿続きが⼤幅に遅れる問題がある。防災
の観点から強く広報を要望。



No. 要望団体名 要望項目 要望の概要・要点 緊急度 必要予算の
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29 滋賀県土地家屋調査士会
官⺠境界確定マニュアル及び取扱
要領の⾒直し（不合理な慣⾏の
排除）

境界確定プロセスにおける、県⺠や所有者の過度な負担
（不合理な⼿続き・⽴ち会い等）となっている官⺠境界確
定マニュアル・取扱要領の⾒直し。

高 無 〇 〇
P.2 [要望

3] / 質疑か
ら

【重要質疑】滋賀県内の市町（特有の慣例・他府県にはな
い）では、道路や⽔路等の官⺠境界を決める際、無関係
な「地元の自治会⻑」をわざわざ⽴ち会わせ、署名・捺印を
させなければ決済が下りない。昔の⽥んぼ（⽔路等）の風
習の名残。自治会⻑が若⼿のサラリーマンとなり⽇程調整が
極めて困難になっている。この不合理な慣⾏の撤廃・排除を
提案した。

30 滋賀県土地家屋調査士会 亡失した公共基準点（DID地区
等）の保存・管理体制の明確化

測量の基準となる「公共基準点」が、公共工事（道路整
備、舗装、下⽔道工事等）によって無断で撤去、亡失され
るのを防ぐ管理・保存体制の明確化・復元措置の徹底。

高 無 〇 〇
P.2 [要望

3] / 質疑か
ら

【重要質疑】公共工事などで安易に基準点が亡失される
ケースが相次ぎ（毎年⾏っている防止調査で実数が激
減）、隣地との境界紛争の原因や、被災時の復旧活動
（境界再現）の⼤きな⽀障になっている。県・市町の仕様
書において「工事後に必ず再設置・復元を⾏う」ことを厳格
化するよう求めた。

31 滋賀県建築士会 滋賀の建築賞「びわ湖建築賞」へ
の後援・継続的な支援

若⼿建築士の作品発表、社会的な地位向上を目的として
設⽴された「びわ湖建築賞」（住宅・一般部門。令和8年に
第1回表彰式開催）に対する審査員の派遣、共催・後援
名義の継続使用、新たな検証等の検討⽀援を要望。

中 無 〇 P.1 [要望
1]

若⼿建築士の社会的ステータスを高め、次世代の人材を育
成・確保するために極めて重要な取り組みとして⽀援を求め
た。

32 滋賀県建築士会
歴史的建造物の保存・修復、およ
び「保存活用条例」制定の呼びか
け

歴史的建造物の保存・修復、利活用の促進のための体制
整備。各市町における「現状変更の規制・保存の措置を定
める保存活用条例（建築基準法適用の除外規定）」制
定の強⼒な働きかけ。

高 一部 〇 〇
P.1 [要望

2] / 質疑か
ら

【重要質疑】現在、県内では「近江八幡市」だけが保存条
例を制定している。京都や奈良のように、条例に基づいて
「建築審査会（建築士会等の専門職）」が耐震・意匠を
検討し、基準法の適用を除外する包括同意基準を作ること
で、古い町屋が壊されるのを防ぎ、修復して店舗等に利活
用できる。他市町での条例制定を県主導で呼びかけてほし
い。

33 滋賀県建築士会
「防災委員会」における被災者支
援員および応急危険度判定士の
育成委託

被災住宅対応マニュアルの策定、被災者⽀援員の育成
（講習会・セミナー⽀援、テキスト作成助成）。県から委託
されている「応急危険度判定士（現在登録1,340名）」の
育成・訓練に係る必要予算の継続確保。

高 有 〇 〇 P.1-2 [要
望3]

⼤⾬による線状降⽔帯や⼤型台風、地震等の自然災害発
生時に、被災住宅の安全性や応急危険度を早期に判定・
⽀援する体制を、平時より構築しておくための予算・講習⽀
援。

34 滋賀県建築士会
滋賀県空き家管理等基盤強化推
進事業の充実、および子供・学生
支援事業

空き家発生予防啓発セミナー、空き家所有者向け無料相
談窓⼝の充実。専門家（建築士、司法書士、⼟地家屋
調査士等）による相談体制の強化。⼦供向けの⽴体作品
展、高校生の「建築甲⼦園」県内⼤会への後援等の⽀援。

中 一部 〇 P.2 [要望
4, 5]

空き家所有者や地域住⺠が早期に専門家に相談できる窓
⼝や、⼦供たちが建築・街づくりの仕事に夢と創造⼒を持て
るような啓発活動を要望した。また、建築士会の会員数自
体が激減（15年前の約半分）している深刻な課題があ
り、若⼿・会員確保の⽀援を求めた。

35 滋賀県漁業協同組合連合会
アユ資源の確保、および琵琶湖の
生産⼒（エサ不⾜問題）の回復・
再生

①アユの不漁原因（秋の高⽔温など）の解明、人工河川
（エサや⽔質調整が可能な放流施設）での追加放流、天
然河川での産卵環境回復。②琵琶湖のエサ不⾜（貧栄養
化）にともなうセタシジミ・スジエビ等の激減、ホンモロコ小型
化への「琵琶湖の再生保全計画」の実⾏、豊かな琵琶湖の
再生。

高 有 〇
P.1 [要望
1, 3] / 質

疑から

【重要質疑】琵琶湖が「綺麗すぎる⽔（貧栄養化・過度な
⽔質浄化）」になった結果、⿂のエサが極端に不⾜。県の
保全再生計画（過去5年間）は「調査研究」ばかりで、次
の5年計画案も進展がなく成果・実⾏が伴っていない。15
年、20年も調査研究をしているが、調査の段階を終えて具
体的なエサ・栄養回復の「実地対策」に移るよう強く求めた。

36 滋賀県漁業協同組合連合会
合併漁協（滋賀びわ湖漁業協同
組合）の運営統合、および県一漁
協への再編支援

県下16漁協が合併して設⽴された「滋賀びわ湖漁業協同
組合」の会計・事務システム統合等の円滑運営、および残り
の漁協も含めた「県一漁協（単一組合）」を目指す組織
再編に向けた、県からの人的（県OB等の派遣等）・経済
的な継続的サポートの要請。

中 一部 〇 〇 P.1 [要望
2]

新組合は資⾦⼒や合併に伴う会計等の事務経費が非常に
重荷になっており、漁業基盤の強化・再編をスムーズに⾏うた
めのマンパワー・費用援助（人件費⽀援含む）を要望。
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37 滋賀県漁業協同組合連合会
燃油価格高騰対策、およびカワ
ウ・外来魚等の害鳥獣駆除・環境
保全

①漁業用燃油や漁網等の資材高騰に対する経済的⽀
援。②近年再増加しているカワウ（6,500⽻から18,000
⽻超へ急増）の食害からアユやホンモロコを守る駆除強化。
③外来⿂・⽔草繁茂・外来植物（オオバナミズキンバイ）の
駆除の徹底。

高 有 〇 〇 P.2 [要望
4, 5, 6]

カワウがアユ・ホンモロコ等を⼤量に食害（川⿂の生命線で
ある資源を脅かしている）しており、これらを駆除・コントロー
ルする体制の強化を求めた。

38 滋賀県漁業協同組合連合会
エリ（襟）漁業にかかる占用料減
免、および琵琶湖専用の極細網の
確保

①漁獲低迷が続く中、エリ漁業等の「流⽔占用料等徴収条
例」に基づく⼟地占用料の低減・減免措置。②琵琶湖専用
（極細の炭⽔漁網）の製造網メーカーの廃業に対する、調
達・代替・製造の新規発掘への技術的な⽀援（東南アジア
などの調査含む）。

高 一部 〇
P.2 [要望
7, 8] / 質

疑から

【重要質疑】琵琶湖特有の極細の網を織る国内唯一の職
人が高齢・廃業したため網の新規調達が極めて困難（網が
なければ⿂が獲れない致命的状況）。元々は東南アジアの
技術が源流という情報があり、海外調査や製造事業者発掘
を、県の⽔産課などの協⼒を得て調査してほしいと要望し
た。

39 滋賀県漁業協同組合連合会 醒井養鱒場開設150周年にむけ
た施設整備・観光イベント支援

県北部（米原市）の重要観光・養殖施設である「醒井養
鱒場（マスの人工養殖場）」の開設150周年にともなう、
⽼朽化した施設の改修・整備、および記念イベントへの⽀
援。

中 有 〇
P.2 [要望

9] / 質疑か
ら

【重要質疑】醒井養鱒場は若い世代が自分でマスを釣って
塩焼きをその場で楽しむSNS（Instagram等）を通じた
若⼿誘客の「⽳場スポット」として回復傾向にあり、150周年
（令和10年度）を機に学習・観光施設をリニューアルし地
域観光の活性化に繋げるための後押しを要望。

40 滋賀県環境整備事業協同組
合

一般廃棄物処理における労務費
の適切な委託料転嫁（市町格差
の解消）

市町の固有事務である一般廃棄物処理における労務費、
燃料・エネルギー等の委託単価の適切な改定。環境省・総
務省の「労務費適切な転嫁に関する通知（930通知）」
の徹底周知、および県主導による市町関係者との協議の場
の設置。

高 無 〇 〇 〇
P.1 [要望

1] / 質疑か
ら

【重要質疑】国（総務省）は地⽅交付税で一般廃棄物・
給食費のベースアップ用として多額の財政措置（300億から
今年度 800億へ⼤幅増）をしている。しかし、各市町の予
算割り当てや優先度によって「上がる市町」と「上げる気のな
い市町」で格差が発生。市町の議員を通じ、各自治体の実
際の原価交渉・ベースアップの状況を厳密にチェックしてほし
いと強く求めた。

41 滋賀県環境整備事業協同組
合

防災トイレ備蓄協定の実効性確
保、および避難所ごみ対策マニュア
ルの整備

本⽇（8⽉20⽇）締結された「防災トイレ等無償⽀援協
定（県内60万個配備、避難所へ供給・回収を⾏う協
定）」を軸とした災害時の生活衛生対策の確⽴。相互⽀援
を⽀える広域避難所ごみ対策マニュアル・運用指針等の整
備。

高 無 〇 〇
P.1-2 [要
望2] / 質

疑から

【重要質疑】災害時のトイレし尿の最終処理（焼却処理）
における、各市町の焼却施設での対応・運用の統一が必
要。また滋賀県に留まらず、関⻄広域連合（近畿⼆府四
県などの枠組み）を巻き込んだ、広域エリアでの相互⽀援
協定（エリア外の業者への救援派遣など）の推進体制を要
望した。

42 滋賀県⾏政書士会
非⾏政書士（無資格者）の窓⼝
での排除の徹底、および厳格な本
⼈確認措置

総務省の「⾏政書士法改正に伴う各⾏政庁での周知徹底
通知」に基づき、市町建設・農地・税務等窓⼝における本人
確認・申請代理人（⾏政書士）の資格確認（証票提
⽰、職印押印、代理権確認）の徹底。チェックシートの作
成・導入徹底。

高 無 〇 〇 P.1 [要望
1]

【重要質疑】法改正（無資格者への罰則・両罰規定）に
伴い、県から各市町へ総務部⻑通知が出た。しかし現場窓
⼝（一般の受付職員）では未だに全く浸透しておらず、無
資格のディーラー等が平気で代理申請を⾏う状態がスルーさ
れている。市町の議員などを通じて各⾸⻑への確認、看板・
ポスター設置など、政治的な⼒による実⾏・徹底を要請し
た。

43 滋賀県⾏政書士会 ⾏政不服審査会・特定⾏政書士
等の各種審議会委員への登用

改正⾏政書士法（特定⾏政書士の不服申⽴て⼿続きの
範囲拡⼤）を受け、実務の専門家である「特定⾏政書士」
を、県や市町の各種審議会、⾏政不服審査会、心理会等
の指問先・心理員などの委員として積極的に登用・登載する
ことを要望。

中 無 〇 〇
P.2 [要望

2] / 質疑か
ら

【重要質疑】特定⾏政書士は18時間の厳しい研修・考査
をパスした⾏政⼿続きのプロ。しかし、現在の⾏政不服審査
会等のメンバーは弁護士や⼤学教授等に偏り、実務を最も
知る⾏政書士が入っていない。全国でも島根県などで登用
事例があるため、滋賀県でも実務の視点を反映させるために
登用を強⼒に要請。

要望合計件数 43 ※全43項目 27 15 16 41 20


